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①の収益的収支比率が24年度以降100％を超えている

が、これは23年度に市内3箇所の事業地域のうち最後の1

地区が供用開始となり、事業が完了したことにより、資

本的収支が24年度以降減額になったためであり、⑤の経

費回収率の結果のとおり、24年度以降も、使用料収入で

汚水処理費用の100％を賄えておらず、一般会計からの

繰入金によって補填されている状況は、全ての年度に通

底している。大分市では、25年度に、11年度の供用開始

以降二度目となる使用料増額改定を行ったところである

が、施設の老朽化に伴う改修費用が増大していることも

あり、経費回収率が思うように改善できていない。

また、④の企業債残高対事業規模比率が、類似団体の平

均に比して極めて低い値となっている。これは建設工事

完了以降、大規模な機器の改修・更新を行っていなかっ

たためである。25年度に施設の長寿命化を図るため最適

整備構想を策定し、26年度から順次施設の改築工事に着

手しているところであるが、今後大規模な機器の更新等

を行うことになれば、多大な経費を要するため、必要に

応じ企業債を利用しながら、計画的な更新に努めること

が求められる。

⑥の汚水処理原価は、類似団体平均を下回っている。大

分市では3事業地区のうち1地区において、公共下水道へ

の接続を行っており、汚水処理に係るコスト縮減の効果

が要因の一つと考えられる。

⑦の施設利用率については、概ね50％程度で推移してい

るが、年間の最大稼働率が、全ての年度において90％を

超えているため、一概に施設の性能過多とは判断できな

い。

「単年度の収支」

「単年度の収支」「単年度の収支」

「単年度の収支」 「累積欠損」

「累積欠損」「累積欠損」

「累積欠損」 「支払能力」

「支払能力」「支払能力」

「支払能力」 「債務残高」

「債務残高」「債務残高」

「債務残高」

－

－－

－

- 該当数値なし 0.40 90.66 3,859 1,899 0.71 2,674.65 【】

【】【】

【】

953.03 ■

■■

■

資金不足比率(％)

資金不足比率(％)資金不足比率(％)

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％)

自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)

自己資本構成比率(％) 普及率(％)

普及率(％)普及率(％)

普及率(％) 有収率(％)

有収率(％)有収率(％)

有収率(％)

1か月20ｍ

1か月20ｍ1か月20ｍ

1か月20ｍ

3

33

3

当たり家庭料金(円)

当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)

当たり家庭料金(円)

処理区域内人口(人)

処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)

処理区域内人口(人)

処理区域面積(km

処理区域面積(km処理区域面積(km

処理区域面積(km

2

22

2

)

))

) 処理区域内人口密度(人/km

処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km

処理区域内人口密度(人/km

2

22

2

)

))

)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 478,792 502.39

経営比較分析表経営比較分析表経営比較分析表経営比較分析表
大分県　大分市

大分県　大分市大分県　大分市

大分県　大分市

業務名

業務名業務名

業務名 業種名

業種名業種名

業種名 事業名

事業名事業名

事業名 類似団体区分

類似団体区分類似団体区分

類似団体区分 人口（人）

人口（人）人口（人）

人口（人）

面積(km

面積(km面積(km

面積(km

2

22

2

)

))

) 人口密度(人/km

人口密度(人/km人口密度(人/km

人口密度(人/km

2

22

2

)

))

)

97.00

97.50

98.00

98.50

99.00

99.50

100.00

100.50

101.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値
98.43 98.14 100.33 100.28 100.35

平均値

①収益的収支比率

①収益的収支比率①収益的収支比率

①収益的収支比率(

((

(％

％％

％)

))

)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値
38.94 250.11 39.61 33.86 27.21

平均値
1,316.70 1,224.75 1,144.05 1,117.11 1,044.80

②累積欠損金比率

②累積欠損金比率②累積欠損金比率

②累積欠損金比率(

((

(％

％％

％)

))

) ③流動比率

③流動比率③流動比率

③流動比率(

((

(％

％％

％)

))

) ④企業債残高対事業規模比率

④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率

④企業債残高対事業規模比率(

((

(％

％％

％)

))

)

⑤経費回収率

⑤経費回収率⑤経費回収率

⑤経費回収率(

((

(％

％％

％)

))

) ⑥汚水処理原価

⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価

⑥汚水処理原価(

((

(円

円円

円)

))

) ⑦施設利用率

⑦施設利用率⑦施設利用率

⑦施設利用率(

((

(％

％％

％)

))

) ⑧水洗化率

⑧水洗化率⑧水洗化率

⑧水洗化率(

((

(％

％％

％)

))

)

【992.47】

【83.79】【53.32】【295.10】【51.49】

該当数値なし

該当数値なし該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし該当数値なし

該当数値なし

全体総括

全体総括全体総括

全体総括

今後の長寿命化に向けた機器の改修や、更新に要す

る経費を見込んだ上での、料金体系の見直しを行

う。ただし、事業地域は今後人口減少が見込まれ、

使用料改定のみの対応には限界があるため、併せて

施設の統廃合など最適化の検討も課題として認識し

ておく必要がある。

また、接続率の向上に向けた取り組みも行っていく

こととする。
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処理場内の機器類の更新は、長寿命化対策として26

年度から取り組んでいるが、管渠については現在の

ところ未着手となっている。

特に供用開始から15年以上経過している地区につい

ては、機能診断を行った上で計画的に改築を行って

いく必要がある。
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い。

最後に⑧の水洗化率については、23年度で一度率が低下

しているが、これは23年度に供用開始した地区の未接続

世帯が一時的に増えたことによるものである。
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※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。


